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今年度の概要
　令和７年度の当初予算額は、２月に町長選挙が行われたことから「骨格予算」となります。「骨格予算」とは、義務的な経費
や継続事業の経費を中心に編成された予算で、これ以外の新規事業や、投資的事業などの政策的な経費は、今後「肉付予算」

（補正予算）として計上する予定です。（※早急な対応が必要なものは除く）
　なお、一般会計で158億9,405万円です。対前年比26億9,088万円、14.48％の減額です。特別会計や事業会計と合わ
せると、250億3,652万円で、前年度の当初予算より25億6,415万円、9.29％の減額となっています。

令和７年度　予算規模

総額 250億3,652万円250億3,652万円
【自主財源】 …自主財源は歳入の50.7％を占め、前年
度比4億107万円（4.7％）の減額です。

【依存財源】 …前年度比22億8,981万円（22.6％）
の減額です。

●国庫支出金と県支出金…国庫支出金は前年度比4
億8,965万円（14.0％）の減額、県支出金は2,106
万円（1.3％）の減額です。

●地方交付税…前年度比4,000万円（2.0％）の減
額です。

●町税 … 個人住民税は定額減税による減税が無く
なったこと及び納税義務者の増の影響により増
加、新築家屋の増による固定資産税の増加など
を 見 込 み ま し て、 前 年 度 比6億3,357万 円

（11.2％）の増額となっています。

歳入歳入

※合計は端数処理により合わないことがあります。

令和７年度町の予算　令和7年度予算を目的別でみると、減額の主な要因
は、土木費13億7,776万円（71.4％）の減額、教育
費10億4,487万円（39.5％）の減額によるもので、
護川小学校・大津中学校長寿命化事業の減額が主な
ものになっています。土木費の減額は骨格予算に伴
うものが主な要因です。
　なお、令和7年度の当初予算額には含まれていませ
んが、地域産業基盤整備推進交付金事業（三吉原北
出口線多車線化）や物価高騰に伴う補助事業など、
令和6年度の予算から繰り越して実施する事業もあり
ます。

歳出歳出

議会費
定例会や臨時会の会議録や議会広報発行の費用 675万円

総務費
菊池広域連合への負担金（管理費） 2,054万円
「広報おおづ」発行費用 1,353万円
返礼品などふるさと寄附に関する費用 3億4,680万円
第６次振興総合計画の進行管理や評価、第７次振興総合計画
策定の費用 1,567万円

電子計算機器やシステム運用とDX推進の費用 2億4,387万円
交通安全教育や交通安全標識、カーブミラー工事、高齢者運
転免許証自主返納支援などの費用 1,436万円

防犯パトロールや防犯灯の設置など、防犯対策の費用 2,767万円
各行政区や組などが自分たちで行う地域づくり活動などに対する補助金 602万円
地方バスと乗合タクシーの運行費に対する補助金 8,033万円
参議院議員通常選挙の費用 2,064万円 民生費

国民健康保険特別会計の安定化の費用 2億7,413万円
介護保険特別会計の安定化の費用 4億5,936万円
後期高齢者医療制度の費用 5億4,995万円
ふくしの相談窓口の運営費用 3,270万円
障害者自立支援事業の費用 16億5,967万円
養護老人ホームへの委託費用 4,896万円
高齢者の外出支援の費用 424万円
町立認定こども園と子育て支援拠点の一体的整備を行うための費用 2,269万円
学童保育の運営のための費用 2億6,288万円
私立保育園、認定こども園、家庭的保育室などの運営の費用 19億4,098万円
保育事業者の保育補助者の雇い上げに必要な費用に対する補助金 2,127万円
児童手当の支給費 10億7,116万円

農林水産業費
認定新規就農者への給付金やスマート農業機械の購入費助成
費用 2,993万円

農地などの農業資本を維持する地域活動の助成費用 1億178万円
畜産振興のための費用 646万円
圃場整備事業の費用 484万円
農業集落排水事業会計への補助金、出資金 8,770万円
町有林保育事業の委託費 4,525万円

土木費
立地適正化計画や都市計画マスタープランなどの策定費用 3,300万円
町道の維持管理の補修工事や街路樹管理のための費用 8,677万円
町道などの新設や改良などの費用 3,414万円
町立公園などの維持管理の費用 7,845万円
公共下水道事業会計への補助金、出資金 7,848万円大津町熊本地震復興基金を活用する市町村創意工夫事業

アルファー米・ビスケット・カンパンなど災害用備蓄食料の
購入費用 459万円

消防費
菊池広域連合消防本部への負担金 3億9,532万円
消防団の活動や防火水槽など消防施設の整備費 9,511万円
防災資機材の購入費用補助や、災害時の人件費など、災害に
備えるための費用 3,251万円

教育費
学力向上や特別支援学級の職員（55人）の費用 1億2,363万円

教育相談事業など教育支援センターの運営費用 3,733万円

小学校7校、中学校2校の管理・運営の費用 3億9,146万円

学校給食センターの運営費用 2億389万円

文化施設や生涯学習施設の管理、運営の費用 2,426万円

図書館の運営、図書購入などの費用 8,597万円

運動公園や体育館の維持管理費 1億3,940万円

公債費
借入金（町債など）の返済に充てるための費用 17億9,695万円

商工費
商工業関係団体の補助や商工業振興などの費用 1,715万円
地域おこし協力隊や地域活性化企業人、観光協会の運営費な
ど観光振興のための費用 5,655万円

工業振興や新たな企業などを誘致するための費用 1,063万円
工業団地整備事業特別会計への繰出金 1,323万円

衛生費
乳児・１歳６ヵ月児・３歳児や妊婦健診などを行うための費用 1億507万円
各種の予防接種を行うための費用 2億936万円
健康増進法に基づく健診や健康づくり事業に関する費用 6,082万円
満18歳までの子どもの医療費を助成するための費用 2億2,707万円
ごみ処理のための菊池広域連合負担金やごみ処理のための費用 4億8,576万円
再生資源回収助成などごみ減量化、資源化のための費用 653万円
し尿処理のための菊池広域連合負担金やし尿運搬のための費用 4,880万円

※表示単位未満端数処理のため合計額は一致しない場合があります。

会 計 名 予 算 額 対前年比
一 般 会 計 158億9,405万円 －14.48%－14.48%

特

別

会

計

国民健康保険特別会計 29億636万円 －4.27%－4.27%
●国保加入の皆さんが病気やけがをしたときの医療給付や、人間ドックなどの保健事業の会計です。

大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計 4,494万円 －9.21－9.21%%
●大津町、南阿蘇村（旧長陽村）、菊陽町、菊池市（旧旭志村、旧泗水町）、合志市（旧合志町）の市町村で1,108haの共有財産、
緑資源公団の分収育林管理などの会計です。

介護保険特別会計 30億8,088万円 ＋2.94%
●高齢者の皆さんの介護に関するサービス給付が主な会計です。

後期高齢者医療特別会計 5億1,361万円 ＋1.22%
●熊本県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者の皆さんの医療給付に伴う保険料、健診などが主な会計です。

工業団地整備事業特別会計 1,324万円 ＋161.66%161.66%
●工業団地の造成などを行うために設けられた会計です。

工業用水道事業会計 1億687万円 ＋7.07%
●熊本中核工業団地内の工場で使用される工業用の水道給水を行うために設けられた会計です。

公共下水道事業会計 22億3,171万円 ＋7.36%
●生活環境の向上と河川の汚濁防止などを目的に、生活雑排水などの処理施設を整備する会計です。

農業集落排水事業会計 ２億4,487万円 －0.58－0.58%
●農村地帯の生活環境の向上と河川の汚濁防止などを目的に、生活雑排水などの処理施設を整備する会計です。

合 計 250億3,652万円 －9.29%－9.29%

熊本地震復旧・復興関連の主な経費

※万円以下四捨五入

歳 出

教育費
16億45万円
（10.1%）

教育費
16億45万円
（10.1%）

教育費
16億45万円
（10.1%）

公債費
17億9,695万円
（11.3%）

公債費
17億9,695万円
（11.3%）

公債費
17億9,695万円
（11.3%）

議会費　1億 1,929万円（0.8%）

総務費
21億4,214万円
（13.5%）

総務費
21億4,214万円
（13.5%）

総務費
21億4,214万円
（13.5%）

民生費
71億5,615万円
（44.9%）

民生費
71億5,615万円
（44.9%）

民生費
71億5,615万円
（44.9%）

予備費　6,059万円（0.4%）

土木費
5億5,152万円
（3.5%）

土木費
5億5,152万円
（3.5%）

消防費
5億2,668万円
（3.3%）

消防費
5億2,668万円
（3.3%）

消防費
5億2,668万円
（3.3%）

衛生費
13億380万円
（8.2%）

農林水産業費
4億5,326万円
（2.9%）

災害復旧費
606万円
（0.1%）

商工費
1億7,717万円
（1.1%）

158億
9,405万円

自主財源　80億6,466万円（50.7%）
依存財源　78億2,939万円（49.3%）

町税 
63億1,105万円

（39.7%）

町税 
63億1,105万円

（39.7%）

町税 
63億1,105万円

（39.7%）

繰入金 
4億2,742万円（2.7%）

その他 9億5,919万円（6.0%）

国庫支出金
29億9,592万円

（18.8%）

国庫支出金
29億9,592万円

（18.8%）

国庫支出金
29億9,592万円

（18.8%）

地方交付税 
19億 9,000万円

（12.5%）

地方交付税 
19億 9,000万円

（12.5%）

地方交付税 
19億 9,000万円

（12.5%）

県支出金 
15億5,231万円

（9.8%）

県支出金 
15億5,231万円

（9.8%）

県支出金 
15億5,231万円

（9.8%）

町債 
4,760万円

（0.3%）

その他 
12億4,356万円（7.8%）

使用料・手数料
２億5,263万円

（1.6%）

分担金・
負担金
1億1,437万円

（0.7%）

歳 入
158億

9,405万円

※合計は端数処理により合わないことがあります。

令和７年度
当初予算の主な事業




